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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第95期

第１四半期連結
累計期間

第96期
第１四半期連結
累計期間

第95期

会計期間

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　６月30日

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　６月30日

自平成27年
　４月１日
至平成28年
　３月31日

売上高 （百万円） 131,126 137,003 555,457

経常利益 （百万円） 6,191 6,790 28,275

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 3,838 4,155 18,864

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 4,287 2,812 11,911

純資産額 （百万円） 366,142 370,462 371,006

総資産額 （百万円） 570,316 583,394 579,564

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 19.26 20.90 94.87

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 18.63 20.21 91.77

自己資本比率 （％） 63.0 62.4 63.0

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 7,194 14,386 30,644

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △24,573 △2,145 △40,899

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 10,070 △3,463 7,358

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 59,466 72,598 63,838

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含んでおりません。

 

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。なお、主要な関係会社の異動については、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表」の「注記事項（連結

の範囲又は持分法適用の範囲の変更）」をご参照下さい。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当社及び当社の連結子会社であるトヨタホーム岐阜株式会社（以下、「トヨタホーム岐阜」といいます。）は、平

成28年３月４日開催のそれぞれの取締役会において、平成28年４月１日を効力発生日として、当社を株式交換完全親

会社、トヨタホーム岐阜を株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、平成28年４月１日付で株式交換

を実施いたしました。

なお、当該契約に関する事項の概要は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表」の「注記事項（企業結合

等関係）」に記載のとおりであります。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境に改善が見られ、景気は緩やかな回復基調が

続いたものの、企業収益や個人消費については、改善に足踏みの動きがみられ、中国をはじめとするアジア新興国

の景気減速や、英国のＥＵ離脱問題なども懸念材料となり、依然として先行きは不透明な状況で推移いたしまし

た。

当社グループの主要な事業である輸送業界では、貨物輸送量の減少傾向が続く中、労働力不足を背景とした外注

費の上昇や人件費の増加などの課題も経営圧迫要因となってまいりました。

このような状況のもと、当社グループは、最終年度となる中期経営計画「“ＪＵＭＰ ＵＰ 70” ～未来への変

革～」の達成に向け、各施策を着実に実行するとともに、事業強化や事業領域の拡大にも取り組むことで、当社の

企業価値向上に向けて一丸となって邁進してまいりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,370億３百万円（前年同期比4.5％増）、営業利益は60億98百

万円（前年同期比11.3％増）、経常利益は67億90百万円（前年同期比9.7％増）、親会社株主に帰属する四半期純利

益は41億55百万円（前年同期比8.3％増）となりました。

 

セグメント業績は、次のとおりであります。

 

①　輸送事業

輸送事業におきましては、中期経営計画のもと、輸送ネットワークの安定、ロジスティクス事業の拡大、適正

運賃収受の促進など、主要施策を着実に実施することで収入の拡大と利益の確保に努めてまいりました。

輸送事業グループの中核会社にあたる西濃運輸株式会社では、引き続き利益重視の施策である適正運賃・料金

収受などの積極的な交渉を推進するとともに、営業戦力・費用の適正管理、路線便の積載効率アップなどにも取

り組み、収入・利益の確保に努めてまいりました。また、輸送の良循環の更なる向上に努めることで、お客様の

信頼を得てまいりました。

この結果、売上高は1,026億91百万円（前年同期比4.3％増）、営業利益は42億39百万円（前年同期比7.4％

増）となりました。

 

②　自動車販売事業

自動車販売事業中、乗用車販売におきましては、消費者ニーズの高い環境対応車を中心とした販売活動や新型

車の投入効果を活かした営業展開により、新車販売台数は前年同期実績を上回る結果となりました。一方、中古

車販売台数は、キャンペーンや商談会等を開催し販売拡大に努めてまいりましたが、輸出市況の悪化によって卸

売販売単価が下落し、前年同期実績を下回る結果となりました。また、ＣＳ向上を重視した車検と整備入庫に加

えタイヤ等の販売の促進も図り、サービス収益の確保に努めてまいりました。

トラック販売におきましては、新車販売台数は、建設系トラックの需要は減少したもののカーゴトラックの代

替需要が増加したこともあり、前年同期実績を上回りました。一方、中古車販売は海外市況の悪化によって前年

同期実績を下回りましたが、車検をはじめとする整備需要の取込みと部品販売などの保有ビジネスにも注力して

まいりました。

この結果、売上高は241億30百万円（前年同期比11.1％増）、営業利益は13億72百万円（前年同期比8.1％増）

となりました。

 

③　物品販売事業

物品販売事業におきましては、燃料、紙・紙製品および産地直送品に代表される物品の販売を行っておりま

す。

燃料販売における販売単価の下落の影響もあり、売上高は62億14百万円（前年同期比13.6％減）、営業利益は

１億26百万円（前年同期比17.3％減）となりました。

 

④　不動産賃貸事業

不動産賃貸事業におきましては、主に都市開発の影響や狭隘化などの理由で代替化措置が図られたトラック

ターミナル跡地や店舗跡地などを賃貸に供することで経営資源の有効活用に努めております。

売上高は３億75百万円（前年同期比1.0％増）、営業利益は３億17百万円（前年同期比0.7％減）となりまし

た。

 

⑤　その他

その他におきましては、情報関連事業、住宅販売業、建築工事請負業、タクシー業および労働者派遣業などを

行っております。
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売上高は35億92百万円（前年同期比6.8％増）、営業利益は２億40百万円（前年同期比118.1％増）となりまし

た。

 

　（注）　業績に記載の金額には消費税等を含んでおりません。

 

(2）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、5,833億94百万円と前連結会計年度末に比べ38億29百万円の増加とな

りました。現金及び預金が増加したことなどが主な要因であります。負債については、2,129億32百万円と前連結

会計年度末に比べ43億74百万円の増加となりました。未払費用が増加したことなどが主な要因であります。また、

純資産については、3,704億62百万円と前連結会計年度末に比べ５億44百万円の減少となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ87億59百万円増加し、725億98百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、前第１四半期連結累計期間に比べ71億91百万円増加し、143億86百万円となり

ました。これは主に、法人税等の支払額が増加したものの、未払消費税等の増減額が増加したこと、仕入債務の増

減額が増加したこと等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、前第１四半期連結累計期間に比べ224億27百万円減少し、21億45百万円となり

ました。これは主に、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出が減少したこと、有形及び無形固定資

産の取得による支出が減少したこと等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、前第１四半期連結累計期間に比べ135億33百万円増加し、34億63百万円となり

ました。これは主に、長期借入れによる収入が減少したこと等によるものです。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

　なお、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

 

①　当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が企業価

値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると考

えています。

当社は、会社の取締役会の同意を得ることなく行われる企業買収であっても会社の企業価値や株主の皆様の利

益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。

しかし、企業買収には、買収の目的や買収後の経営方針等に鑑み会社の企業価値を損なうことが明白であるも

の、会社や株主に対して買収に係る提案内容等を検討するための十分な時間や情報を与えないもの、買収に応じ

ることを株主に強要するような仕組みを有するもの等、不適切なものも少なくありません。

当社としては、上記の買収類型を含む当社や株主の皆様の利益に反する買収を防止するためには、必要かつ相

当な対抗措置を講じることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。

 

②　基本方針実現のための取組みの具体的な内容

(ⅰ) 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組みの内容の

概要

当社は、企業価値を安定的かつ持続的に向上させていくことが株主の皆様の利益のために最優先されるべ

き課題であると考え、以下のような事項をはじめ様々な取組みを行っております。

当社は、平成26年度を初年度とする新３ヵ年中期経営計画「“ＪＵＭＰ　ＵＰ 70”～未来への変革～」

を策定し、平成28年11月の創立70周年に向かって、中期ビジョンを①磐石な事業基盤を維持・発展させ、事

業領域を拡大し、②自律型成長企業・組織・人へと進化し、③お客様のビジネスパートナーとなり、お客様

の繁栄に寄与することといたしました。新３ヵ年中期経営計画の具体的な取組み項目として、主力の輸送事

業では、輸送ネットワークの安定、ロジスティクス事業の拡大、国際化への対応を図り、また、自動車販売
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事業においては、更なる地域No.１への挑戦、関東圏における自動車整備ネットワークの拡充等の諸施策を実

行しております。

また、当社は、平成17年には会社分割を利用した持株会社体制への移行を行い、各グループ会社の間接部

門を集中し、各事業部を横断的に整理・統合するとともに、各グループ会社間の営業地域・業務分掌等を整

理することで、効率的かつ機動的な事業運営を実現し、企業価値の維持・向上につなげております。

更に、当社取締役会としては、社外取締役の選任、取締役任期の１年への短縮等、コーポレート・ガバナ

ンスの強化も併せて実施しております。

 

(ⅱ) 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止する

ための取組みの内容の概要

当社が、平成26年５月14日開催の取締役会決議および同年６月26日開催の定時株主総会決議に基づき更新

した、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）（以下「本プラン」といいます。）の概要は

以下のとおりです。

本プランは、当社株式の大量取得が行われる場合に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提供したり、

あるいは株主の皆様がかかる大量取得に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保すると

ともに、株主の皆様のために交渉を行うこと等を通じて、当社の企業価値・株主共同の利益に反する買収を

抑止し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。

本プランは、当社株券等の20％以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に事前の情報提供を求め

る等、上記の目的を実現するために必要な手続きを定めています。また、買収者は、本プランに係る手続き

が開始された場合には、当社取締役会において本プランの発動をしない旨の決議がなされるまでの間、買収

を実行してはならないものとされています。買収者が本プランにおいて定められた手続きに従わない場合や

当社株券等の大量取得が当社の企業価値・株主共同の利益を毀損するおそれがある場合等で、本プラン所定

の発動要件を満たす場合には、当社は、買収者等による権利行使は原則として認められないとの行使条件お

よび当社が買収者等以外の者から当社株式等と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項等が付された

新株予約権を、その時点の当社を除く全ての株主に対して新株予約権無償割当ての方法により割当てます。

本プランに従って新株予約権の無償割当てがなされ、その行使または当社による取得に伴って買収者等以外

の株主の皆様に当社株式が交付された場合には、買収者等の有する当社の議決権割合は、最大50％まで希釈

化される可能性があります。

当社は、本プランに従った新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得等の判断については、取締

役の恣意的判断を排するため、独立性を有する社外取締役等から構成される独立委員会の客観的な判断を経

ることとしています。

また、当社取締役会は、これに加えて、本プラン所定の場合には、株主総会を招集し、株主の皆様の意思

を確認することができます。更に、こうした手続きの過程については、株主の皆様への情報開示を通じてそ

の透明性を確保することとしています。

本プランの有効期間は、原則として第93回定時株主総会終了後３年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時株主総会の終結の時までとします。

 

(ⅲ) 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

前記②(ⅰ)に記載した当社の基本方針の実現に資する特別な取組みは、当社の企業価値・株主共同の利益

を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、当社の基本方針に沿うも

のです。また、本プランは、前記②(ⅱ)記載のとおり、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させ

る目的をもって更新されたものであり、当社の基本方針に沿うものです。

本プランは、株主総会の承認を得たうえで更新されたものであること、独立委員会による判断を重視し、

情報開示が確保されていること、合理的な客観的要件が設定されていること、独立委員会は当社の費用で第

三者専門家の助言を得ることができるとされていること、有効期間が３年間とされており、取締役会により

いつでも廃止できるものとされていることなどにより、合理的に機能するよう設計されており、企業価値ひ

いては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありませ

ん。

 

(5）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 794,524,668

計 794,524,668

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 207,679,783 207,679,783

東京証券取引所

市場第一部

名古屋証券取引所

市場第一部

単元株式数 100株

計 207,679,783 207,679,783 ― ―

　(注)　提出日現在の発行数には、平成28年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年４月１日～

　　平成28年６月30日
－ 207,679 － 42,481 － 116,937

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

8,926,800
― 単元株式数 100株

完全議決権株式(その他)
普通株式

198,672,900
1,986,729 同上

単元未満株式
普通株式

80,083
― ―

発行済株式総数 207,679,783 ― ―

総株主の議決権 ― 1,986,729 ―

（注）１　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式62株が含まれております。

２　「完全議決株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が800株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数8個が含まれております。「単元未満

株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式10株が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

セイノーホールディングス

株式会社
岐阜県大垣市田口町１番地 8,926,800 － 8,926,800 4.30

計 ― 8,926,800 － 8,926,800 4.30

（注）　当第１四半期会計期間末の自己株式数は8,891,018株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合4.28％）で

あります。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２　監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 ※１ 75,143 ※１ 82,553

受取手形 7,760 7,683

営業未収金及び売掛金 101,508 97,583

有価証券 16,300 16,500

たな卸資産 10,758 10,916

繰延税金資産 5,696 7,041

その他 4,325 4,543

貸倒引当金 △215 △198

流動資産合計 221,277 226,623

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※１ 93,847 ※１ 93,460

機械装置及び運搬具（純額） 18,447 18,723

工具、器具及び備品（純額） 1,735 1,699

土地 ※１ 171,454 ※１ 172,880

建設仮勘定 914 640

その他（純額） 3,751 3,689

有形固定資産合計 290,150 291,093

無形固定資産   

のれん 15,803 15,526

その他 3,968 3,853

無形固定資産合計 19,772 19,379

投資その他の資産   

投資有価証券 32,420 29,879

長期貸付金 252 245

退職給付に係る資産 1,899 1,816

繰延税金資産 9,370 9,903

その他 4,873 4,912

貸倒引当金 △452 △458

投資その他の資産合計 48,363 46,297

固定資産合計 358,287 356,770

資産合計 579,564 583,394
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 2,993 2,950

営業未払金及び買掛金 40,154 38,417

短期借入金 ※１,※２,※３ 2,767 ※１,※２,※３ 2,957

1年内返済予定の長期借入金 ※１,※３ 482 ※１,※３ 657

未払金 14,017 14,653

未払費用 14,997 20,166

未払法人税等 6,171 2,425

未払消費税等 4,660 6,298

その他 17,961 20,432

流動負債合計 104,206 108,959

固定負債   

転換社債型新株予約権付社債 10,025 10,022

長期借入金 ※１,※３ 11,321 ※１,※３ 10,994

繰延税金負債 2,985 2,841

役員退職慰労引当金 1,635 1,691

退職給付に係る負債 72,279 72,424

資産除去債務 2,581 2,575

その他 3,523 3,421

固定負債合計 104,351 103,972

負債合計 208,558 212,932

純資産の部   

株主資本   

資本金 42,481 42,481

資本剰余金 80,584 80,631

利益剰余金 247,617 248,394

自己株式 △9,666 △9,628

株主資本合計 361,017 361,878

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 10,618 9,033

土地再評価差額金 △113 △113

為替換算調整勘定 △230 △271

退職給付に係る調整累計額 △6,422 △6,211

その他の包括利益累計額合計 3,851 2,436

非支配株主持分 6,138 6,147

純資産合計 371,006 370,462

負債純資産合計 579,564 583,394
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 131,126 137,003

売上原価 117,179 122,017

売上総利益 13,947 14,985

販売費及び一般管理費 8,469 8,887

営業利益 5,478 6,098

営業外収益   

受取利息 12 9

受取配当金 358 335

持分法による投資利益 161 125

その他 324 318

営業外収益合計 856 788

営業外費用   

支払利息 14 61

シンジケートローン手数料 121 －

為替差損 － 29

その他 7 5

営業外費用合計 143 96

経常利益 6,191 6,790

特別利益   

固定資産売却益 118 83

投資有価証券売却益 － 48

特別利益合計 118 132

特別損失   

固定資産処分損 12 18

減損損失 298 19

その他 － 8

特別損失合計 310 46

税金等調整前四半期純利益 5,999 6,876

法人税、住民税及び事業税 4,390 4,185

法人税等調整額 △1,923 △1,556

法人税等合計 2,466 2,628

四半期純利益 3,532 4,247

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△305 91

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,838 4,155
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益 3,532 4,247

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 792 △1,586

為替換算調整勘定 △39 △17

退職給付に係る調整額 8 211

持分法適用会社に対する持分相当額 △6 △42

その他の包括利益合計 754 △1,434

四半期包括利益 4,287 2,812

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,592 2,740

非支配株主に係る四半期包括利益 △304 72
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 5,999 6,876

減価償却費 3,554 3,996

減損損失 298 19

のれん償却額 1 277

貸倒引当金の増減額（△は減少） △30 △5

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 39 56

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 575 573

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △87 △23

受取利息及び受取配当金 △370 △345

支払利息 14 61

投資有価証券売却損益（△は益） － △48

有形及び無形固定資産除売却損益（△は益） △106 △65

持分法による投資損益（△は益） △161 △125

売上債権の増減額（△は増加） 3,213 3,951

たな卸資産の増減額（△は増加） △845 △232

仕入債務の増減額（△は減少） △3,976 △1,750

未払費用の増減額（△は減少） 5,006 5,173

未払消費税等の増減額（△は減少） △3,284 1,637

その他 1,339 1,506

小計 11,179 21,535

利息及び配当金の受取額 662 813

利息の支払額 △14 △61

法人税等の支払額 △4,632 △7,901

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,194 14,386

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △2,965 △1,996

定期預金の払戻による収入 2,743 3,346

譲渡性預金の預入による支出 △2,000 △2,200

譲渡性預金の払戻による収入 － 2,000

有形及び無形固定資産の取得による支出 △7,652 △3,393

有形及び無形固定資産の売却による収入 145 126

投資有価証券の取得による支出 △9 △14

投資有価証券の売却及び償還による収入 － 49

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△14,905 －

投資その他の資産の増減額（△は増加） 78 △17

貸付けによる支出 △9 △82

貸付金の回収による収入 6 48

その他 △6 △12

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,573 △2,145
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  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 814 193

長期借入れによる収入 11,900 －

長期借入金の返済による支出 △5,211 △151

非支配株主からの払込みによる収入 4,917 －

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式取得目的の金銭の信託の払戻による収入 2,010 －

配当金の支払額 △4,177 △3,378

非支配株主への配当金の支払額 △61 △45

その他 △121 △80

財務活動によるキャッシュ・フロー 10,070 △3,463

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 △16

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,311 8,759

現金及び現金同等物の期首残高 66,777 63,838

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 59,466 ※ 72,598
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1) 連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、西濃神奈川エキスプレス株式会社は、当社の連結子会社である西濃エキスプレス

株式会社と合併したため、連結の範囲から除外しております。

　当第１四半期連結会計期間より、三木フード有限会社は清算結了したため、連結の範囲から除外しております。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であり

ます。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１四

半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　※１　担保資産及び担保付債務

　　　　担保に供している資産は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

現金及び預金 1,062百万円 1,235百万円

関係会社株式　（注） 1,132 1,132

関係会社長期貸付金　（注） 10 10

建物及び構築物 1,692 1,663

土地 4,874 4,947

計 8,772 8,988

（注）関係会社株式及び関係会社長期貸付金は連結財務諸表上相殺消去しております。

 

　　　　担保付債務は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

短期借入金 200百万円 225百万円

1年内返済予定の長期借入金 478 653

長期借入金 11,277 10,951

計 11,955 11,829

 

　※２　貸出コミットメント契約

　当社の連結子会社である関東運輸株式会社は、運転資金の安定的な調達を可能とするため、取引金融機関と貸出コ

ミットメント契約を締結しております。この契約に基づく当四半期連結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

貸出コミットメントの総額 1,000百万円 1,000百万円

借入実行残高 200 200

差引額 800 800

 

　※３　財務制限条項

　当社の連結子会社である関東運輸株式会社が締結した金銭消費貸借契約には財務制限条項が付されており、下記の

いずれかに抵触した場合、期限の利益を喪失する可能性があります。

 

１　平成29年３月期以降の各決算期末において、のれん償却前における関東運輸株式会社の連結ベースでの営業損益

が２期連続して損失とならないこと

 

２　平成29年３月期以降の各決算期末における関東運輸株式会社の連結ベースでの純資産の部（但し、新株予約権、

非支配株主持分及び繰延ヘッジ損益を控除する。）を、直前の各決算期末の80％以上とすること

 

　なお、この契約に基づく借入残高は以下の通りであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

短期借入金 200百万円 200百万円

1年内返済予定の長期借入金 475 650

長期借入金 11,275 10,950

計 11,950 11,800
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（偶発債務）

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

受取手形裏書譲渡高 929百万円 979百万円

 

（保証債務）

一部の連結子会社の顧客の車両、住宅購入資金（銀行借入金等）及び取引先の車両（リース債務）に対して次

のとおり保証を行っております。

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

顧客 287百万円 顧客 425百万円

取引先 15 取引先 13

合計 303 合計 438

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

現金及び預金勘定 70,565百万円 82,553百万円

有価証券勘定(譲渡性預金及びＭＭＦ) 16,041 16,500

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金及び譲渡性預金
△27,139 △26,455

現金及び現金同等物 59,466 72,598

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 4,177 21 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」等を適用しております。この結

果、資本剰余金は5,508百万円増加し、利益剰余金は5,534百万円減少しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 3,378 17 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 輸送事業
自動車販売

事業

物品販売

事業

不動産賃貸

事業

その他

(注)１
計

調整額

(注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

売上高         

外部顧客への売上高 98,474 21,726 7,191 371 3,363 131,126 － 131,126

セグメント間の内部

売上高又は振替高
339 2,613 5,156 － 1,891 10,001 △10,001 －

計 98,813 24,340 12,347 371 5,255 141,128 △10,001 131,126

セグメント利益 3,948 1,270 152 319 110 5,801 △323 5,478

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報関連事業、住宅

販売業、タクシー業、旅行代理店業、建築工事請負業、労働者派遣業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△323百万円には、セグメント間取引消去26百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用△350百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない提出会社の営業費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　「輸送事業」セグメントにおいて関東運輸株式会社及びその子会社を新規連結いたしました。当該事象

によるのれんの増加額は、当第１四半期連結累計期間においては16,635百万円であります。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 輸送事業
自動車販売

事業

物品販売

事業

不動産賃貸

事業

その他

(注)１
計

調整額

(注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３

売上高         

外部顧客への売上高 102,691 24,130 6,214 375 3,592 137,003 － 137,003

セグメント間の内部

売上高又は振替高
383 2,494 4,346 － 2,751 9,975 △9,975 －

計 103,074 26,624 10,561 375 6,343 146,979 △9,975 137,003

セグメント利益 4,239 1,372 126 317 240 6,296 △197 6,098

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報関連事業、住宅

販売業、タクシー業、旅行代理店業、建築工事請負業、労働者派遣業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△197百万円には、セグメント間取引消去56百万円及び各報告セグメン

トに配分していない全社費用△253百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメント

に帰属しない提出会社の営業費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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（企業結合等関係）

（共通支配下の取引等）

　当社及び当社の連結子会社であるトヨタホーム岐阜株式会社（以下、「トヨタホーム岐阜」といいます。）は、

平成28年３月４日開催のそれぞれの取締役会において、平成28年４月１日を効力発生日として、当社を株式交換完

全親会社、トヨタホーム岐阜を株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、平成28年４月１日付で株

式交換を実施いたしました。

 

１．取引の概要

（1）結合当事企業の名称及びその事業の内容

　トヨタホーム岐阜は主として住宅販売業を手掛けております。

 

（2）企業結合日

　平成28年４月１日

 

（3）企業結合の法的形式

　当社を株式交換完全親会社とし、トヨタホーム岐阜を株式交換完全子会社とする簡易株式交換を行っておりま

す。

 

（4）結合後企業の名称

　結合後の企業名称の変更はありません。

 

（5）その他取引の概要に関する事項

　当社グループの更なる結束力の強化、収益力の向上を図り、また、グループ全体の資本関係をより強固にするこ

とでグループ全体の資本の最適化が図られるものと考えております。これにより、厳しさを増す事業環境の変化に

も機動的かつ柔軟な対応が可能となることから、当社グループの企業価値の向上を目的としております。

 

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づき、共通支配下の取引と

して処理いたしました。

 

３．追加取得した子会社株式の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　　　取得の対価　　　当社普通株式　　　41百万円

 

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付株式数

（1）株式の種類別の交換比率

 
当社

（株式交換完全親会社）

トヨタホーム岐阜

（株式交換完全子会社）

トヨタホーム岐阜との

株式交換にかかる交換比率
１ 359.25

トヨタホーム岐阜株式１株に対して、当社株式359.25株を割当て交付しました。ただし、当社が保有するトヨタ

ホーム岐阜株式1,000株については、本株式交換による株式の割当ては行いません。
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（2）株式交換比率の算定方法

　当社は、本株式交換における交換比率の算定については、その公正性および妥当性を確保するため、当社および

トヨタホーム岐阜双方から独立した第三者算定機関であるEYトランザクション・アドバイザリー・サービス株式会

社（以下、「EY」といいます。）に算定を依頼しました。EYは、当社の株式価値については当社が上場会社である

ことを勘案し市場株価法により、トヨタホーム岐阜の株式価値については同社が未上場であることを勘案したうえ

で、同社より算定の前提となる同社の財務予測を提供されたことから、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー

法を、また、修正簿価純資産法が貸借対照表上の資産及び負債を基礎として時価に基づく含み損益を反映させた純

資産価額によって株式価値を評価する手法であり、将来の収益力を必ずしも正しく反映していない一方、評価基準

日における比較的客観的な結果を得られる手法であると考え、修正簿価純資産法を採用しています。市場株価法に

ついては、平成28年３月３日を評価基準日とし、一時的な株価変動等の要素をできるだけ排除しつつ可能な限り最

新の情報が反映された株価を採用するために、当社の平成28年３月期第２四半期決算短信の発表を行った平成27年

11月10日の翌営業日から評価基準日までを採用し、当該採用期間における株価の終値の最大値、最小値をもって算

定レンジとしています。当社は、第三者機関による交換比率の算定結果を参考に、株式交換比率について慎重に交

渉・協議を重ねた結果、最終的に４.（1）記載の株式交換比率が妥当であるとの判断に至りました。

 

（3）交付株式数

　　　当社普通株式　　35,925株（自己株式）
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 19円26銭 20円90銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
3,838 4,155

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
3,838 4,155

普通株式の期中平均株式数（千株） 199,285 198,779

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 18円63銭 20円21銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
△1 △1

（うち、社債発行差金の償却額（税額相当額

控除後）（百万円））　　　　　　（注）
(△1) (△1)

普通株式増加数（千株） 6,652 6,747

（注）　社債額面金額よりも高い価額で発行したことによる当該差額に係る第１四半期連結累計期間償却額（税額相当額

控除後）であります。

 

（重要な後発事象）

（自己株式の取得）

　当社は、平成28年７月１日開催の取締役会において、会社法第459条第１項第１号の規定による定款の定めに基

づき、下記のとおり自己株式の取得に係る事項を決議いたしました。

 

１．自己株式の取得を行う理由

経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため。

 

２．取得に係る事項の決定

（１）取得対象株式の種類

当社普通株式

（２）取得し得る株式の総数

3,125,000株（上限）

（自己株式を除く発行済株式総数の1.57％）

（３）株式の取得価額の総額

2,500百万円（上限）

（４）取得期間

平成28年７月７日から平成28年９月23日
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月10日

セイノーホールディングス株式会社

取　締　役　会　御　中

 

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 井　上　嗣　平　　印

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 加　藤　浩　幸　　印

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員

 

 
公認会計士 時々輪　彰　久　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセイノーホール

ディングス株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年

４月１日から平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、セイノーホールディングス株式会社及び連結子会社の平成28年６月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　以　上

 

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

　     ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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